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第3章サービス商品の交換価値について

前稿とのあいだに，やや期聞がたってしまった。説明の便宜で，既述したことをくり返すこ

ともあるので了承していただきたい。

これまでは，サービス労働は不生産的で価値を形成しないとLづ見解が支配的であった。し

かし，これを否定する見解の支持者も広がりつつあって，両説のあいどで多面的な論争がおこ

なわれている九 この論争の基本は，サーピス概念、の理解を別とすれば，価値概念の理解に帰

着する。この点について見解が一致さえすれば，問題はほとんど解決されることになる。とこ

ろで，これらの論争には，マルクスの叙述の詳細な解釈や考証を中心にしたものが多い。この

ような議論もそれなりの意義をもっているとはいえ(反省と自戒をこめていわせてもらえば)，

u何のために論争するのかをたえず問い直しながら議論をすすめないと，あげ足とりや単なる解

釈論争に終りかねない。今日のサービス産業の動向と特徴，いわゆるサービスの商品化の諸問

題を資本主義経済の仕組みと流れのなかで理論的に把握すること，そのために適切で有効な規

定を明らかにすることが大切である。サービス概念にせよ商品の価値概念にせよ，今日の現実

的事態なり諸現象を分析するのに役立つ概念でなければならない。この観点から諸概念の意義

を再検討すべきであろう。

[IJ 

今日，サービスとL寸言葉は，物や人間の機能一般をしめず言葉として使われている。それ

を受けて，産業分類における広義のサーピスは，いわゆる第三次産業が提供するすべての無形

財とされ，狭義のサービスは，運輸・金融・保険・商業などに分類できなかった残余産業の提

供したものとされている。しかし，経済学に国有なサーピス概念は，物や人間の機能一般と規

一定すべきではなく， もう少し限定を加えた， より積極的な意味で規定する必要がある。すなわ

1 )この論争を最近まで外観したものに，長田浩著『サーピス経済論体系~ (新評論〉がある。
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ち，固有のサーピス一般とは，物的生産物に対象化せずに人間に提供・享受される労働のうら

で，人間自身を基本的対象にしておこなわ札る労働，および個人的消費生活のための労働一一

ただし，物的消費財の質料変換により，それに新たな有用性なり使用価値なりを追加しなし、か

ぎりでの労働一ーがもたらす有用な効果または役立ちである。以下でいうサーピスとは，たい

ていのぱあL、，このようなサービスをさすことにする。

サービスを物的財貨と比較したばあい，サーピスのつぎのような主要で一般的な特性が明らJ

かになる。ぞの特性とは，人間の外部に客観的に自立した対象として存在しない性質であり，

つねに時間的，空間的な限定をともなうとLづ性質である。非貯蔵性とか，生産と消費の同時一

性とL、う特徴も，こうした性質からでてくる。

ところで，資本主義社会が発展するにつれて，多くのサーピスは商品化される傾向がある。

ここでいうサービスの商品化とは，サービスが独立した私的業者の提供対象に一一サービス脅

要者による貨幣の支払対象にーーなる事実をさす。

サーピスの商品化が今日のように発展した条件として，つぎの詰点をあげうるであろう。第

一に，高度情報{じとよばれるような技術革新による生産性の発展である。この発展は，社会的1

分業の細分化と，知的労働の比重が増大することを意味する。また他方では，この発展は，直

接的な工業労働者人口が減少し，余剰労働者が他産業へ供給されることを意味する。第二に，

生産性の発展がもたらす賃銀増加，とくに実質賃銀の増加があげられる(これがサービス支出

の増大を可能にする〉。第三に， 都市の増加と都市への人口集中がある。ある種のサーピスを

商品化して採算をとるには，そのサービス需要者が限定された地域で一定数をこえねばならな

いが，都市における多数の人口はその基礎になるからである。さらに，以上の基礎的条件がむ

たらすつぎの諸要因もサービスの商品化をうながすものとして重視すべきであろう。

1 )週休2日制などの労働時間の短縮。これによって白由な時間・余暇時間の幅ができて生

活関連サービスの需要が増大する。 2)家事労働を軽減させる自動耐久消費財の普及。これはp

一方で女性の職場進出を可能にして家事労働のサービス(商品〕化をうながし，他方では，女

性の文化・趣味・スポーツ活動への参加を可能にさせてそれらの関連サーピスへの需要を増大

させる。 3)人口の高齢化とサーピス享受型世代の増大。 4)教育・健康・文化的欲求の増加e

これは，いわゆる高学歴化やライフスタイルまたは人生設計への価値観の変化に対応する。

5)企業内教育・訓練・健康管理等の効率的な処理の必要性。以上のような条件や要因が相互

に作用して，サービスの商品化が進展していると思われる。

今日にみられるようなサーピスの商品化の発展は，昔にはみられなかったととである。 19世

紀中葉の資本主義的サーピスは，現代のサーピスとは質的にちがヮていて徴々たるものであっ

た。前世紀で代表的なサービスといえば，サーバントがおこなう家事労働が思い浮べられたも!

のである。サービスは個人的消費に属する労働の役立ちであるとか，収入と交換される労働の，

役立ちであるとL寸規定は，このような事実を反映した当然の規定であったといってよい。し
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かし，今日でもこの規定を固守して，つぎのように主張することには疑問をいだかざるをえな

い。すなわち，本来のサーピスとは個人的消費に属する非生産的な労働の役立ちであり，資本

企業によって提供されたり，買われたりする「サービスJ(生産的機能を果たすもの〉は本来

ιのサーピスではなし、，いわゆる「サービス」とL、うべきものだという主張である。

現代ではサーピス部門が産業構造で大きな比重をしめ，社会の生産体制にとっても不可欠に

なっている。そして，サーバント的なサービスは皆無に近くなった。多くの対人サーピスが資

本企業の販売と購入の対象になった。個人的消費過程に属さないサーピスも多くなった。たと

えば， I対事業所サーピス」としておこなわれる医療・教育・訓練などのように， 自立した企

;業が提供する生産的労働者へのサーピスがそうである。あるL、は，個人的消費局面に属しなが

ら，それ自体としては生産的な性格面をもっサーピスも多L、。個人に属する消費手段の修理サ

ービスなどもそうである。

こうした事態の変化をふまえるならば，昔の規定を固守して，サーピスかどうかを個人的消

費局面への帰属 (1本来のサービスJ)によって尺度することは，現実分析にとって有効ではな

い。総じて社会経済的な概念は，時代の変化につれてその意味内容を変化させうる。今日では，

私が最初に規定した労働の役立ちであれば，資本企業によって売買されるサーピスや，個人的

消費過程に属しながら生産的側面をもっていろサービスでも，固有なサーピスと規定すべきで

ある。これらのサーピスを円、わゆる」などという形容をつけてとらえる必要はない。

したがって，形態規定としてのサービスは個人所得と交換される限りでのサーピスだという

理解も狭すぎると思う。このような規定は，形態規定としてのサービスの一つであって全部で

はない。形態規定とは，ある一般的対象が特殊歴史的な形態をとること，その形態の独自性を

とらえることである。だから，固有のサービスが商品とLづ経済的形態をとること自体が，形

態規定としてのサーピスにほかならない。いいかえれば，一般的サービスの商品形態自体が，

サービスの形態規定の基礎的側面であって，サービスを収入と交換されるものとする規定は，

その基礎上での特殊な規定である。かつては，基礎的な規定と特殊的な規定とがほぼ一致して

いたといいうるが，今日ではそうでほない。形態規定としてのサービスを，所得と交換される

申貝りでの一般的サービスとするならば，不充分な理解になるといわねばならなL、。

[1I] 

人聞の輸送・医療・教育のような固有のサービスが商品として提供されるばあい，こうした

商品の交換価値の実体または本質は何か? この点を明らかにするには，価値概念そのものを

回月らかにしなくてはならない。

社会的規模での生産は，社会的分業一一生産者がさまざまな有用労働を社会的規模で分担し

あうことーーとしておこなわれる。経済制度の特徴は，この分業のありかたでその基礎的特徴

がきまる。一般的にみると，資本主義社会における社会的分業はつぎのようなありかたをして



68 立教経済学研究第45巻第1号 1991年

L、る。すなわち， 自立した各生産単位(企業や個人等〉が生産手段を私的に所有し，任意に生

産部門や職業を選択して独立した私的労働をおこない，生産物を商品として相互に交換しあう少

というありかたである。商品とは，以上のような独自の生産関係のもとで，労働生産物がまと

っている経済的な形態である。

周知のように，商品には区別されるべき二つの値うちまたは性質がある。ひとつは，素材的

な意味での特殊な有用性(使用上での役立ち〉であり，もうひとつは，交換上での役立ちであ

る。前者の有用性は， 自分にとっての有用性ではなく，他人(社会〉にとっての有用性である伽

後者は，同じ商品がさまざまな対象と交換できるとLづ共通な値うち・交換価値である。商品

をつくる労働もこうした二つの値うちに対応して二つの側面でとらえうる。一方は，有用性ま

たは使用価値をもたらす労働で，具体的有用的労働と規定できる。他方は，交換価値をつくる。

労働である。諸商品の有用性の相違にもかかわらず，同じ商品の交換価値がさまざまな商品の:

交換価値に等置されあうとLづ関係は，交換価値が相互に代置しうる共通な内容のものだとい

うことを意味する。この共通なものをつくる労働はその具体的側面から区別され， したがって，防

抽象的一般的な労働としてとらえることができる。

以上の点を社会的分業の視角からみてみよう。そのばあい社会的分業は，第一に種々の具体

的有用労働の分担・提供とLづ面と，社会的総労働力の同じ一分子としての労働の配分という

面でとらえることができる。第二に，社会的分業を構成する私的労働は，社会のさまざまな欲

望を満たすとしづ意味で社会的性質をもっ一方，社会的総労働の同じー単位とみなされる労働

力の支出とLづ意味でも社会的性質をもっ労働としてとらえられる。こうした後者における共

通面での労働が交換価値をうみだす労働である。商品のなかに対象化された共通の社会的労働J

が交換価値の実体にほかならない。

他の商品と交換しうるとしづ商品の(交換価値〉性質は，商品という L、わば物の素材的性質

ではなく，以上でみた人間労働の社会的性質である。社会的労働力の一分子として共通に労働i

を提供しあうとしづ人間の社会的関係が，商品の交換力または交換性として現象し，そうした

人間労働の社会的性質が，商品の性質として人間の目に映ずるのである。商品経済に特有な労

働の社会的関係と性質こそ，交換価値の本質にほかならなL、。

ところで，交換価値の実体あるいは本質をしめすばあいには，価値とL、う簡略化した表現が

もちいられる。交換価値としづ概念、だけではつぎの点で不便だからである。第一は，交換価値ー

が労働の成果でないような商品にもあてはまり，交換価値を特徴づける労働の社会的性質を的

確に表示しがたい点である。第二は，交換価値は交換上の量的比率をもしめすから，商品や貨

幣をそうした比率から区別して本質的に把握しにく L、点である。そこで，労働の産物でない擬

制商品の交換価値や交換比率とは区別して，交換価値の実体や本質を純粋に表現するために価~

値概念をもちいるのである円価値とは，一般的には，労働の成果としての商品に固有な交換

力または交換性である。それは内容的には，商品に対象化された共通の社会的労働を実体とし"
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そうした労働の社会的性質(関係〕を本質とするような交換価値一一換言すれば，このように

限定された意味での交換価値ーーである。

抽象的労働の結晶(または対象化された抽象的労働〕そのものを単純に価値とみることはで

きない。発達した産業社会であれば，全一的な計画と統制の経済体制における労働も，生理学

的な労働力の支出という点では抽象的な労働であり，そうした労働の結品とか対象化という表

現も可能だからである。しかし，価値をつくる労働の抽象性は，交換を根拠にして具体性を捨

象されるかぎりでのそれである。だから，抽象的労働の結品を価値と表現するばあいには，こ

のような限定をつけるとともに，価値がもっ関係概念としての特徴を忘れてはならない。

価値概念は主としてつぎのばあいに有効性を発揮する。CI:生産手段や広義の生活手段の社会

的生産とLづ基礎的レベルで，商品を商品たらしめる労働の独自怯を解明するばあい。①貨幣

の本質的特徴を説明するばあい。③さまざまな形態をとりつつ自己増殖してし、く主体として資

本概念を規定するばあい。②全利潤の実体を剰余労働・剰余価値としてとらえ，その発生のメ

カニズムを説明するばあい。⑤総商品の年々の一般的で基本的な補填関係を説明するばあい。

こうした点からいえば，資本主義的な市場を前提にした価値量による市場価格の規制という側

面は，価値概念にとっては二次的でしかも限定されたものである〈この点に関しては，当面の

課題に直接かかわらないのでこれ以上の言及はつぎの機会にゆずりたしつ。

ここで， どうし寸商品が価値の担手になるのか， また「価値形成労働の基準(要件)Jとは

どのようなものか，こうした問題を考えてみたし、。この考察は，サービス労働の価値形成の問

題と重複するからである。

さしあたり，資本主義社会で商品と呼ばれ，商品とみなされているものはつぎの四種類に大

別することができる。

I 物的商品一一狭義の生産物

E サービス商品一一有用効果A (広義の生産物〉

有用効果B (固有のサービス〉

班 観念的・想像的商品一一労働の成果でないもの(純社会関係の商品撰制〉

羽 労働力商品一一人聞の潜在的な労働能力

うえであげたすべての商品が価値の担手になるとはいえない。 Iの物的高品は社会的再生産

の土台をなすものであり，他の商品形態は，この商品から類推されたものである。 Eのサーピ単

2)山口重克氏は，価値概念を，商品に内属した交換力とL、う広義の意味と，市場価格変動の重心を規

定する抽象的労働の凝固物と L、う狭義の意味とで把握されている(~価値論の射程1]，東京大学出版

会〉。こうした把握は， 価値概念の教条的で固定的な理解への批判としても示唆に富む。しかし，氏

のいわれる広義の価値は，内的な交換性とL、う点では交換価値と同じだから，あえて価値と規定する

ほどの意義があるだろうか? 労働を重視する観点か川、えば，価値概念は広義のばあいでも，労働

の成果に限定してとらえた方がよいと考えられる。



70 立教経済学研究第45巻第1号 1991年

ス商品Aは，運輸・保管・通信・各種のプログラムや諸システム・デザイン・設計・等々の有

用効果である。 Eのサービス商品Bは，医療・教育・訓練・娯楽・ゴミ処理などのように，人

間の生活に直接必要なものと，それ以外のものとに分類できる(ただし，この区別の基準は時

代や国によって相違する〉。商品IとlIAを価値の担手とみる点では， だ、れにも依存がないで

あろう。労働力商品は人間自身に内在する能力であって，産業部門が産出する商品ではない。

それは，商品 I-]Hの消費(個人的生活〉によって「生産」される独特の商品であり，商品 I

-]Hとは本質的に区別すべきである(これはあとで検討する〉。

荷品Eは，銀行の預金形式・株式・国債・土地所有権等である。価値の実体が労働であるこ

とからみれば，これらの商品はそれ自体としては労働の成果ではないから，価値の担手ではな

い。それらの商品は，労働の成果と区別される純粋な社会的関係が観念上で商品として想定さ

才工たものである。

残るのは商品1IB (固有のサーピス〉である。この商品は価値の担手かどうか? あるいは，

この商品をつくる労働は価値を形成する労働かどうか? こうした問題は商業労働の価値形成

の可否もふくめて， しばしば， r価値形成労働の基準(要件)Jを問うかたちで議論されている。
「価値形成労働の基準」として各論者が言及しているいくつかを列挙してみるとつぎのものが

ある。

①その成果が商品として売買される労働(商品形態をとる労働〉。②社会的分業の一環をな

す労働。③広義の社会的生産体制，または社会的再生産体制の一環をなす労働。④どの社会に

も共通の労働。@対象化された抽象的労働。 a物質化された抽象的労働。⑦単純化される労働。
「価値形成労働の基準(要件)J とL、っても， 対象や視角の相違によってその意味内容にち

がいがうまれる。ちなみに，①「商品として売買される労働」は，価値形成労働の基準という

よりはその前提である。さきの「基準」をことわりなしに提出して①をふくめれば，価値が商

品の価値であることは自明であるから，前提とその前提上で生ずる問題とを一緒にしていると

いわれかねない。また，労働に価値形成とLづ限定があることからみれば，素材的な視点が入

る余地は最初から否定されているともいえる。しかし，労働が商品にならないかぎり価値にな

りえず，また，価値の素材的担い手をつくる労働がなければ価値もありえない。①~④をあげ

た論者は，この点を考慮に入れたものと思われる。ただし，このぱあいには「基準」の意味は

拡大されることになる。すなわち， r基準」①を前提としてふくめたうえで，商品の二要因を
形成する労働はどんな特徴または限定をもつか，ということである。そうした意味での「基準」

についてあらかじめ私の結論をしめしておけば，それはつぎの諸点である。

①商品形態をとる労働(独立した私的労働の成果として交換される労働〉。②社会的再生産

過程(または社会的分業〉の一環をなし，生産手段か広義の生活手段をもたらす労働。②対象

イじされた社会的・抽象的労働。これらの特徴を，商品が価値の担い手になる条件としてとらえ

れば，つぎの二点に概括できるだろう。①商品をつくる労働の成果が自然か人聞を対象にした
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労働の有用な成果であること。③この成果が生産手段か広義の生活手段として社会的再生産過

程に必要であること。

この結論をひきだす過程で問題にした点がいくつかあった。そうした点を「基準」の諸項目

と価値の担い手とL寸問題との関連で考えていこう。

(lliJ 

「価値形成労働の基準」①は，その成果が商品として売買される労働であった。 この前提

'(，基準J)の必要性は自明である。ここてーは，固有のサーピス商品についてつぎの二点を指摘

Lておけばよいであろう。

第一。サービスが商品であるというぱあし、，何が売買の対象になるのか，何がこの商品の交

換価値の担い手なのか? それは表面上ではサービス労働のようにみえるが，正確にいえば，

その労働がもたらす有用効果である。

サービス商品のぱあい，提供される効果はサーピス労働と一体をなしている。しかし，だか

らといって労働のプロセスが売買の対象であるとはいえない。途中で中止される理髪労働は，

目的の有用性をもとらさないから商品になりえない。この労働が終って始めて理髪とLづ効果

があがり，その労働(効果〉が売買の対象になりうる。運輸労働のばあいも，移動とLづ流動

中のプロセス自体に対してではなく，目的地まで運ばれる結果に対して運賃が支払われる。だ

から，売買対象になるもの(商品〉は， 目的地までの運輸とL、う有用効果(結果としての場所

移動〉と把握した方が正確である。これは理論的な抽象であり区別であるが，現実的な事態に

もとづいている。もちろん，こうしたサービスの有用効果は，運輸・保管などの物流的なもの

に限定されはしない。¥'¥、かえれば，有用効果としづ概念は，医療・教育・訓練・その他生活

等に必要なサービスlこも妥当する概念である九

第二。サービスのような有用効果の商品化は，あくまで，自立した業者なり部門なりが提供

する隈りでのサービスについてのことである。たとえば，商品のメーカーが自分の生産物や労

働者の輸送を自分でおこなうばあい，メーカーは，場所移動とL、う有用効果を商品として生産

し消費するわけではなし、。運輸の有用効果が商品として販売されるのは，運輸が独立した産業

3)金子ハルオ氏!土，サービスについて「無形の使用価値Jなどというのは「言葉の乱用であり，誤用
であってそんなものはありはしなL、」といわれ，また，有用効果としづ概念は， 1使用価値の生産に

かかわる概念である」といわれている(前文=w経済~ No.97， 1972年5月号， p.1480 後文=1サービ

スの理論問題J-W経済理論学会年報』第22集く青木書j苫， p.199>)。とし、うことは，有用効果も物質

的財貨の生産に限定してもちいるべき概念だということになる。しかし使用価値は，人間がなんらか

の対象を使うばあいにそれが人間にとって役立つことを表現する用語である。有用効果も，有形か無

形かを関わず，あるものが人間じとって有用な作用をもたらすことを表現する。氏の主張は，マルク

スの叙述解釈にもとずくものであるが，いかにも狭すぎるといわざるをえない。なお，この点につい

てはすでに赤堀邦雄氏の批判がある cw労働価値論新講~，時潮社， p.239)。
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をなし，自立した運輸業者がメーカーに対するばあいである。労働者の教育や訓練もメーカー

が内部でこれをおこなえば，それは該当企業の生産体制の一環である。それがサーピス商品に

なるのは，この機能が独立した業者によって提供される限りにおいてであって，そのばあいに

のみ，教育・訓練とL、う有用効果の産出・提供と，消費との区別が問題になるべ こうした点

は，物的生産体制に属するサーどス商品でも国有のサービス商品でも同じである。

対象化された労働 (1基準」⑤〉について。

労働の対象化とは，労働主体の流動的な生きた労働が主体とは区別された生産物として実現

することである。つまり，労働の実現が労働の対象化にほかならない。だから，生きた労働自

体は対象化した労働ではありえず，価置そのものとは¥、えない。とこで、は，労働の対象化は有

形の物体どけに生ずるのではない点をj主意しておこう。サービス労働者が人間にはたらきかけ

るばあL、，彼の労働が人同に注ぎとまれ，その人間ιなんらかの変化なり有用効呆なりをうみ
だしたとすれば，この労働は人間への有用効果として実現されたのであり，広い意味で対象化

されたのであるく前稿第2掌を参照されたLウ。

物質化された労働(基準⑤〉について。~資本論』第 1 部の第 1 章第 1 節では， 1ある使用

価値または財貨が価値をもつのは，ただ拍象的人間労働がそれに対象化または物質{とされてい

るからでしかなL、」とLづ叙述がみられる。物質的財貨を生産しない労働は価値を生まないと

Lづ見解は，この叙述を絶対的なものと前提し，価値概念を固定的にとらえすぎているように

思われる。マルクスの言葉を借りれば，価値概念でとらえられる「人間労働の対象性は必然的

に抽象的な対象性であり，一つの思考産物」でありへ 交換価値における労働の物質化は「商

品の物体的現実性とはなんの関係もなL、」からである6)九

社会的再生産過程，または社会的分業の一環をなす労働 (1価値形成労働の基準」②③〉につ

いて。

社会的分業は，労働の成呆が商品形態をとる一般的条件である。ここでの社会的分業を独立

した私的労働としてのそれとすれば， この分業の一環をなす労働 (1基準J@)と， 商品形態

をとる労働 (1基準j①〉 とは同じ内容の別表現になる。他方，社会的分業と社会的再生産過

4)この点に関する初期の好論文lニ，青才高志氏の「有用効果生産説批判」がある cw信州大学経済学
論集J，第20号1983年〉。
5) Kl， Erster Band s. 17 C大月・国民文庫，岡崎次郎訳， p.47)。

6) 1われわれが労働の物質化としての商品についてーその交換価値の意味において一語る場合には，
このこと自体は，商品の想像的な，すなわち，たんに社会的な存在球式にすぎないのであり，これは

商品の物体的な現実性とはなんの関係もなし、JCMEGA2， Ab. B-3， s. 457，大月書底『資本論草稿

集~ @， p.199)。

7)赤堀邦堆氏は，上掲したマルクスの最初の叙述を，価値実体を説くための比喰的表現であるといわ

れ，その根拠をマルクスの叙述一価値l土「抽象的な対象性であり，一つの思考産物であるJに求めら
れている CW労働価値論新講~，時潮社， p.37-40，その他〕。氏は， サービス労働の価値形成的性格

を以前から一貫して力説されてきた第一人者といってよい。
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程は，同じ社会的総労働をことなる視角からとらえた概念とL、ってよい。すなわち，社会の総

労働を各種の有用的労働の総体(その体制〉としてみる視角と，生産・分配・消費としづ流れ

(局面〉としてみる視角からとらえたものである。ただし，社会的再生産過程を物的生産物の

代謝過程の意味に限定すれば，広義の社会的分業よりも狭い意味になる。ここでは社会的再生

産過程を広義の社会的分業と同じものとしてあっかう。

広義の社会的分業の一環をなす労働は，すべてが価値を形成する労働だろうか? たとえば，

金融や証券部門は資本主義経済にとって不可欠だが，これらの部門における国債や株式の売買

労働はどうだろうか? こうした擬制商品の売買に何らかの労働が必要になる以上，この商品

も価値をもっといえないだろうか? 答えは否である。

これらの労働は，社会関係を商品に擬制して売買可能な形式(有価証券等〉にする労働であ

り，擬制商品の売買を仲介する労働である。総じて擬制的商品を仲介する労働は，それ自身が

商品として売買される対象ではないから，商品形式をとるとはいいがたい。このことは，債務

者から貸付金の返済を請求したり，土地を転売したりする手聞に貨幣が支払われても，この手

間自体が商品でないことと同じである。したがって，こうした労働に貨幣が支払われても，そ

の労働が商品として価値をもつことにはならない。以上と同じ理由で，限定された意味での商

業労働一一物流的側面をまったくふくまないかぎりでの売買の仲介労働(単なる価値の形態変

化・所有権の移転を仲介するだけの労働〉一ーも価値を形成しない。

さらに，こうしづ労働をいくらしたとしても，所有権のような「商品Jが社会関係であるこ

とにはなんの変化も生じない。そこに追加的な商品生産がなされて本来の使用価値が付加され

るわけではない。仮にこうした労働がある種の「有用性」をもたらすとしても，この有用性は

自然や人間にはたらきかけた成果(機械・衣類・医療・教育など〉の有用性ではない。単なる

所有権の移転を媒介する限りでの有用性であり，生産物や有用効果がもっている有用性とは質

的にちがっている。この労働はこうした実体的な商品をもたらさず，実体を欠いた労働である。、

この労働はすでに生産された商品価値からの控除にむすびっく労働であって，価値を生産する

労働ではない。価値の担し、手としての商品は，生産手段や広義の生活手段に限定すべきである。

そうしないと，財貨の生産とその分配の関係を正しく説明できなくなる。自然や人聞を対象に

する労働，生産手段またはサービスをふくむ広義の生活手段をもたらす労働が価値を形成する

(念のために一言。だからといって，労働の産物でないものが価格をもたないわけではない。

商品交換の問題を正しくとらえるには，まず，労働と労働とのく諸成果の〉交換を土台にすべ

きであり，そのあとで架空商品の価格を入れて生産物の分配関係を解明すべきだというのであ

る。以上の点は，価値に関するごく抽象的な次元でのみいいうることである。国民経済計算の

ばあいには，別のあっかいが必要であろう〉。

なお，軍事品とか有害商品，その他少数者の特殊な晴好や生活維持に無関係な精神的欲望

〈名誉・虚栄心等〉を満たすようなサービス商品は，正常な社会的分業の一環をなすものとし
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てあっかう必要はなL、。こういうとつぎのような疑問が生ずるかも知れない。商品の有用性が

:社会的に有益かどうかということは，商品の価値性質や価値形成自体にとってはさしあたり無

?関係である。こうした労働主産物やサービスが私的交換の対象にされているとL寸事実がそれ

らを商品にし，それらの使用価値を交換価値および価値の担い手にする。この点からみれば，

社会的観点からみて実際には有害な軍事品でも商品として合法的に売買される限り，それを生

d産する労働は有用とみなされて価値を形成するのではなし、か?

一面ではそのとおりである。これらの商品に社会的総労働の一部が支出され，それが商品に

対ー象化されている限りこの商品は価値をもっ。こうした点に，商品生産における労働の転倒的

な性格の一端がしめされている。しかし，既述した諸商品は正常な社会生活に不要であるか，

J偶然的で例外的なものであり，おおむね縮小再生産をもたらす方向に作用するものといってよ

い。経済理論があっかう範囲にこのような商品をあらかじめ入れる必要はない。この点に限ヮ

ていえば，経済学がその最深部で倫理的ともL、L、うる規範をもつことは一向にさしっかえのな

いことだと考える。

「価値形成労働の基準JQ) (どの社会にも共通な労働〉について。

この「基準」は暖昧さをふくんでいて不適当である。まず， r共通な」ということの意味が
，不明瞭であるし，あらゆる社会に共通かどうかの基準も不明確であろ。ちなみに，原始的な未

開社会では，生産も社会的生活過程に理めこまれた一過程であって，そこから分離できるよう

な経済的過程とはいえない(たとえば，狩りとLづ活動は同時に儀式とか呪術とか宗教的活動

と一体をなしたものであるみだから，近代社会の労働に未開社会の労働を対応させること自身

が困難である。かりに対応させたとしても，共通性をもとめるためには，未聞社会の「労働」

を今日の複雑で「高度な」労働によって裁断するか，あるいは，その逆のことをしなくてはな

ちないだろう。

「基準」⑦(単純な労働〉は，価値概念を，価格変動の童心を規定する基準概念として狭義

に規定するぱあいのものである。本稿の課題からいえば，この基準は度外視してよし、。

[VI] 

以上の考察からつぎのような帰結をひきだすことができる。

商品の価値を形成する労働の特徴はつぎの点にある。①商品形態、をとる労働(独立した私的

労働の成果として交換される労働〉。②社会的再生産過程(または社会的分業〉の一環をなし，

生産手段か広義の生活手段をもたらす労働。③対象化された社会的抽象的労働。商品が価値の

担い手である条件は，①商品をつくる労働の成果が，自然か人聞を対象にした労働の有用な成

果であること，②この成果が生産手段か広義の生活手段として社会的再生産過程lこ必要である

こと，である。そこでこうした特徴または条件に則して考えるならば，固有のサーピス商品は

価値の担い手だとL、うことになる。あるいは上記の商品を形成するサーピス労働は，価値を形
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成する労働だということになる。

今日で、は，固有のサービス部門が社会的分業の不可欠な一環をなし，その私的な成果が商品

形態をとってL唱。サービスとし寸有用効果の多くが生産手段および広義の生活手段として社

会的再生産過程なり社会的分業なりに必要であり，社会生活の土台をなしている。社会生活丹

土台になる基礎的な商品は，まえに類別した商品の Iと1I(物的生産物とサービス〉であるの

かつては，商品 Iだけか， 1 に加えるにしてもせいぜい物流商品(1IA)のごく一部でよかっ

たが，現代では，固有のサービス商品(1IB)もふくめないと現実に適合しないのである。

単純な社会的再生産の見地からみると，物的生産物部門とサービス部門とは対等の労働交換

をしており，サーピス部門が前者の剰余価値を一方的に控除しているわけではなL、。たとえばp

総生産物の生産じ人聞の運輸が必要ならば，そのための逼輸手段と運輸労働者の生活手段は，

総生産物の一部から次年度用としてふりあてられる。このばあいには，運輸手段は最初から生

産手段(不変資本価値〉として，生活手段は最初から労働者の必要部分〈可変資本・賃銀部分

の価値〉としてそれらのなかから補填されるのであり，剰余生産物・剰余価値からの控除部分

として補填されるのではなL、。こうした点では，サービス労働者は物的財源を直接に産出しな

いが，それとの交換に提供するサービスの有用効果(広義の生活手段〉とL、う意味での「財」

を産出しているといってよい。

この社会的分業にあっては，サーピス提供者は自分の労働がもたらす有用効果を物的生産部州

門に提供し，その代わりに物的生産物を受取る。つまり，事実上で労働と労働との交換をおこ

なっている。この交換が物的財貨たる商品とサービス商品との交換として現象する。このばあ

L、，サーピス商品を提供する労働は，その具体的で有用な側面によって商品の有用効果をもた

らし，その社会的で抽象的側面によって交換価値をもたらす。この交換価値の実体は，社会貯

総労働の一分子として他のあらゆる労働と共通な労働(社会的・抽象的労働〉であり，この労

働の対象化したもの(価値〉である。このばあいには，抽象的労働の対象化が物財にではなく p

サーピスとL、う有用効果に対してなされている。

今日では，固有のサーピス商品のなかにも生産的性格のものがある。生産的労働の内容や範

囲が拡大し，現実の産業を生産的労働か不生産的労働かの一方に区別してしまうことが困難な

状況にさえなっている。また，多くの回有のサービスが労働力の再生産にとって不可欠になっ

ている。このようなサービス商品の交換価値を，擬制的商品の交換価値と同等視して価値実体

のないもの。、わぽ撰制的価値〕と説明するよりも，社会的労働の共通な一分子の結晶，価値A

として説明する方が妥当だというのである。社会的分業の変貌に却してその商品生産関係を説

明しようとするぱあい， どのような価値概念の規定が有効なのかは，理論体系における首尾一

貫性および現実との整合性とによって決着をつけねばならない。
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[V] 

以上の考察を補足するために，当面の問題に関する二つの論点を検討する。ひとつは， r物
質的財貨である商品を生産する労働が価値をうむのであり，サービスをふくむ物質的財貨を生

産しない労働は価値をうまなし、」とし寸見解である。代表例として金子ハルオ氏の主張をしめ

しておこう。

「史的唯物論の考えを基礎としているがゆえに，マルクスはJ，ru資本論』ではもっぱら物
質的財貨の生産，分配，再生産をとりあげて，そこにおける資本主義的生産関係を解明した」。

「物質的財貨を生産しない部門は，…ぃー物質的財貨商品の一部分を分配されることによっての

み維持される。そうしづ意味で，サービスは，ほんらい『高接にはその支払いの元本をつくり

ださない~Jo rこのように，社会の全成員の生活維持費=[1支払いの元本』であるのは，質料的
には物質的財貨であるゆえに，マルグスは，商品の価値を物質的財貨であるその商品の使用価

イ直に担われて存在するものとして把握したJorこうして，マルクスは， [1資本論』第1巻第1
章において，…・・・価値はかならず物質的財貨口使用価値をその質料的担い手としているものと

把握したのである。それゆえ，資本主義社会の総労働のうち，物質的財貨である商品を生産す

る労働が価値を生むのであり，サービスをふくむ・物質的財貨を生産しない労働は価値を生ま

ないのであるJ8〉。

こうした見解(サービスの価値非形成説)の難点は，主としてつぎの点にある。

(1) 史的唯物論の一般的命題は，価値の担い手を物質的財貨に限定することや商品の使用価

鵠を物質的財貨の使用価値に限定すべきだということの根拠にはならない。社会の生活やその

維持費が物質的財貨を基礎にするとLづ事実は，どの社会にも共通する一般的法則である。こ

のようなー般的法則と商品の価値性質とは，明らかにその次元をことにしている。したがって，

この一般的法則から，物質的財貨だけが価値の担い手でなければならないとか，商品の使用価

値は物質的財貨の使用価値に限定すべきだということはできなL、
この問題は，現代における固有のサービスが社会生活の土台になる分業にふくまれていると

みるかどうか，とL、う現実認識の問題でもある。あるいはまた，社会的分業の変貌に即してそ

の商品生産の関係を説明するばあい，価値の担い手を物質的財貨に限定することが有効か，そ

れともサービスのような無形の有用効果もふくめることが有効かとLづ問題でもある。この論

点については，ついいましがた明らかにしたとおりである。

(2.) r価値非形成説」は，運輸・保管・通信等の有用効果(商品〉が価値の担い手だという
ことを認めている。この点では，価値の担い手を物体的生産物に限定していなし、。しかし，こ

8)金子ノ、ルオ「サービスの概念と基本性格JCW経済学における理論・歴史・政策』有斐閣， pふ9)。

本稿では「価値非形成説」の代表として氏の見解を各所で検討したが，それは氏の見解が多面的で明

快かつ一貫したものだからである。私も氏かち啓発されたり学んだ点が多い。
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のことは，物質的財貨だけが価値の担い手だとLづ主張とは整合しない。また，物流サービス

労働の価値形成を認めるならば，広義の生産的性格安もつ医療・教育・訓練等の有用効果(固

有のサーピス商品〉も，価値の担い手と認めねば一貫性に欠けるであろう。さらに，物質的労

働を価鎮形成労働の基準にすることは，既述してきた現状(再生産過程の変化〕との整合性と

いう点からみても有効性に欠けるといわねばならなL、。

(3) この説は， Iある財貨が価値をもつのは，ただ抽象的人間労働がそれに対象化または物

質化されているからでしかなし、」という『資本論』の叙述〈前掲〕を絶対的なものと前提し，

価値概念を固定的にとらえすぎている。この点は価値形成労働の基準@で明らかにした。たし

かに，商品論のレペルで、は，商品としての労働生産物を人聞の外部に存在する物的生産物とし

ている。しかし，だからといってそのさきざさでも，商品とその価値をこの範囲に限定すべき

だということにはならない。まず，商品を物質的生産物に限定してその価値性質をとらえ，そ

のあとでそれを広げていっても一向にかまわなL 、。~資本論』の第 2 部で物流的なサービス労

働の価値形成が論じられていることも，その実例といってよい。

つぎの問題点にうつろう。労働自身は価値でないのに，サービスが価値をもっと主張するこ

とは，生きた労働自身が価値であり，価値をもつことを意味するのではないか?

この点を肯定して，赤堀邦雄氏はつぎのように主張されている。

サーピス荷品体は「・…・活動状態にある有用労働そのものであるから，価値は……有用効果

をもっ労働のそのままの姿のなかに宿るのである」引。 IU運動の形態』で支出される抽象的人間

労働が，諸商品生産物の生産され終った時点で，諸商品体の中で(流動状態の労働とは別の〉

灘固状態の存在形態の共通物になり，それが価値としての存在になるのだ」というような考え

は， Iマjルレグス説カか、らは遠く外れた重大な{修彦正.一….一..….υ.逸脱でしかありえないのであるJlω

活動状態のままの有用労働に価値が宿るとL、づう主張は，活動中の労働自体が価値をもつこと，

つまり，生きた労働そのものが価値だとL寸意味に解するととができる。そう解してよければ，

商品の価値性質を(氏がのべられているように)r諸商品の共通な交換単位J， または rc抽象
的単純労働〉の量的結晶Jとして説明することが困難になると思われる。したがってまた，剰

余価値生産のメカニズムを，労働力の価値と労働が形成する価値との区別によって説明するこ

とも困難になるであろう。なぜなら，現になされつつある労働・または対象化されつつある労

働では，はたして商品がどれだけの交換価値をもつかは未確定だからである。

氏の叙述のなかには，商品体のなかに「詰め込まれているとみなされている」抽象的人間労

働が価値の性質になるとか， rサーピスを生産するのに支出された拍象的人間労働が商品の価
値になる」とLづ叙述もみられる 11)。単なる表現上のことかも知れないが， r詰め込まれ」つ

9) 赤堀邦雄『労働価値論新講~，上掲， p.227。

10)同， p.167~168。

11)同， p. 23~24， 227。
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つある過程中の労働を「支出された」とは表現しずらい。だから，以上の叙述は価値を流動中

の労働かち区別して結果的な労働の視点からとらえたものと解することもできなくはない。も

しそう解釈してもよければ，双方の把握は矛盾すろことになる。それはともかし氏は価値概

念の抽象的社会的性質を強調されるあまり，この概念、にふくまれるべき実現された労働一一広

義の対象化された労働・「生きた労働」に対する「死んだ、労働」一ーとLづ観点を不問にされ

ているのではないだろうか?

たしかにサービス商品のばあい，現実に提供されるものは非物体的なサービス労働といって

よい。しかし，理論的にみるかぎり，このことは生きた労働のプロセス自体が売買の対象だと

いうことを意味しない。ちなみに，理髪とか運輸とかの労働は，その途中で中止されれば有用

性をもたらさず商品になりえないから，価値にならない。これらの労働が終って始めて効果が

あがり，その労働効果が商品として売買の対象になる。このばあいには，有用効果として人間

に対象化された労働を価値とみることができる。この有用効果が価値の担い手である。これは

理論的な抽象であり区別である。しかしとれは，以上のような現実的事態にもとずいた区別で

あり， しかも，サービス商品の交換価値を理論的に説明するために必要な抽象なのである。

第4章サービスと社会的再生産過程

[1] 

人聞を直接の対象にする固有のサービス(商品〉は，労働力商品の再生産とどのようにかか

わるだろうか? この問題を検討するばあいには，労働力とし寸商品の特徴をどう理解するか

がポイントになる。

労働力とは，ある有用なものを獲得するときに運動させられる人間の肉体的精神的諸能力の

ことである。資本主義社会では，労働力が商品とみなされるが，この商品は通常の商品とはま

ったく異質なものである。

第一に，労働力は人聞から自立した商品としては存在できない。その有用性は労働によって

実現され実証されはするが，有用性の存在自体は，人間の身体に内在する潜勢力という限りで

しか認められなし、12h第二に，労働力の生産は本来の意味での生産ではない。労働者の個人的

消費，つまり彼の人間生活が労働力の生産を意味する。第三に，労働力の売買がおこなわれて

12)マルクスには，労働力商品の使用価値は可能性としての潜在的な能力であるとLづ叙述もみられる

〈前掲『資本論草稿集』①， p.315， P.339)。この使用価値としての潜勢力の実現が労働である。厳

密にはとうした規定が采当であろう。なお労働力商品に関する近年の論稿に鈴木和雄氏の力作がある。

m労働の売買』と『労働力の売買~J ①~①(弘前大学「文経論議J 21巻2号・ 22巻1号・ 23巻1号

.24巻2号〉。
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も，労働力の所有者はつねに労働者であり，そめ意味では商品の所有権が移転しなL、。この高

品の販売は，事実上では，一定期間における労働力の処分権の容認を意味する。

したがって，労働力を普通の商品と同じ意味での商品とみるわけにはし、かない。それにもか

かわらず，マルクスは，資本家と労働者における賃銀支払いと一定期間での労働提供という事

態を労晶の売買としてではなく，労働方の売買とその消費としてとらえ，労働力の価値を労働

賃銀の本質とした。取引対象を労働とみるならば，賃銀と利潤をめぐる資本家と労働者との関

係一一剰余価値の実体とその発生のメカニズムーーを，彼の労働価値説にもとずいて的確に説

明できないと考えたからであろう。そのおもな理由は，取引対象を労働とすれば，この労働と

生産過程における労働との区別が困難になること，賃銀を労働商品とすれば，賃銀は一定期間

の労働全体への支払いと思われるために，利輔の実体とその生産を必要労働と剰余労働との区

別から説明できないこと，さらには，労働商品の生産費を労働によって説明するとLづ循環論

におち入る危険があること，等々にあったと考えられる。

こうした点かい、えば，労働力商品とし、う概念は一種の擬制的な概念、である。労働者が貨幣

とひきかえに資本企業に一定時間の労働を提供する(あるいは労働力の処分権を承認する〉と

Lづ関係払本来の商品取引のように擬制して労働力商品の売買とするのである12」しかし，

この擬制はいわゆる金融とか土地とかの擬制商品とは本質的にちがう。なぜなら，労働能力は

労働によってその実在性を実証されるからであり，また，人間生活が生産的労働やサービス労

働によって維持されるとしづ意味では，労働力の再生産は労働の成果といえるからである。

労働力を商品とみることは，労働力商品の生産〈再生産〉とL、う観念をともなわざるをえな

L、。このことは，労働者の消費生活をあたかも本来の生産とみなすとL、う逆立ちしたとらえか

たを意味する。この転倒は，人間の能力を物的な商品に擬制したことの必然的帰結であるが，

他方ではこの転倒は，商品社会に特有な人間と事物との転倒したありかたを反映している。け

だし，商品社会では労働をめぐる人間の社会関係が，商品や貨幣とL、う事物の社会的性質・価

値として現象し，人間の活動が価値増殖(利潤の増大〉とL、う非人間的な尺度で規制されるか

らである。

ところで，労働力商品の価値の担い手を労働力ではなしに生活手段ととらえ，労働力の価値

は労働力に対象化された労働ではなく生活手段に対象化された労働だとする見解がある。以下

は金子ノ、ルオ氏の叙述である。

「物的消費財であれサービスであれその個人的消費の結果は，個人の維持であり，労働の対

象化などではない。労働力の価値は，労働力に対象化された労働ではなく，労働者の維持に必

要な一定量の生活資料の価値である。労働力の価値は，人聞をその質料的担い手としているの

13)この点については，平野厚生氏『労働力商品論の根本問題](高文堂出版社， p.116-7)をはじめ，

山口璽究，鈴木和雄氏その他，多くの指摘がある。



80 立裁経済学研究第45巻第1号 1991年

ではなく，一定量の生活資料を質料的担い手としているのであるJW。

しかし，労働力(商品〉は生活手段(商品〉そのものではない。労働力商品の価値という以

上は，労働力が価値の担い手でなければおかしい。生活手段の価値の担い手は生活手段心、う

商品であり，労働力の価値の担い手は労働力または潜在的な労働能力とLづ商品である。金子

氏は引用文のようにいわれる一方で，労働力の価値は「それに対象化きれている一定量の社会

的平均労働をあらわしている」ことを承認される。しかし，この承認と， I労働力の価値は労

働力に対象化された労働ではなくJというさきの主張とは整合しなL、。労働力の価値が擬制的

だとしても，労働力商品を不可欠な概念とする限り，論理形式上では，その価値と他の商品の

価値(それをもたらす労働〉とを同じ性質のものとみなさねばならなし、

労働力の価値を他の商品と同質のものとみなせば，その価値はそれι対象化されている社会

的労働とL、うことになる。この命題と，労働力の価値l土生活手段の価値である， とL、う命題と

の関係はどう考えればよいか?山 労働力と生活手段はことなる商品だから，ふたつの命題は

相反するようにみえる。金子氏は後者の命題を強調されるあまり児前者の命題を事実上で否定

されるか，または矛盾した結果をまねかれているように思われる占しかし，剰余価値を説くた

めに労働力商品を不可欠な概念とする限り，このふたつの命題は承認しなくてはならなL、。で

は，それらの関係はどのようにとらえればよいか?

第一の命題は，労働力の価値が他商品の価値と同質だとL寸命題である。これは，労働力を

商品とみなすばあいに論理上で要求される要件である。第二の命題は，価値の量的規定にかか

わるものである。すなわち，その価値量を規定するさいには最初の命題を前提じたう 1えでa労

働力の価値とその大きさを労働者の再生産に必要な生活手段とその量に， したがって，この生

活手段を生産するのに必要な労働量に帰着させ代置させよう ιとすごるものである。 I労働力の価

値は，その所有者の維持に必要な生活手段の価値である」とL、う表現(;j:，労働力の価値規定に

おける簡潔な結論であって，労働力の価値が即時的に生活手段め価値だとL、うことを意味する

ものではない。 I労働力の生産に必要な労働時間は，この生活手段の生産山必要な労働時請に

なってしまう。¥¥ ¥、かえれば，労働力の価値は，労働力の所有者の維持lこ必要な生活手段の価

値である」という「資本論』の叙述は，マルクスもこうした点を意識していたことをしめして

いると思われる。

[1I] 

つぎに，固有のサービスと労働力商品との関係について。

物的な生活手段とともに，医療・教育などの固有のサーピスが労働力の生産費に入ることは

14) 金子ハルオ『サービスの理論問遁.~ (前掲， 1985年学会報告集， p.199)。

15)これらごつの命題は， ~資本論』における労働力の価値規定の叙述(1. s. 185)でしめされたもので

あろ。
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t暁問の余地がなし、16)。賃銀は主としてこの二つの部分に支出される。労働力の価値または労働

力の維持に必要な生活手段の価値は，この二つの部分からなりたつ。だから，サーピス商品が

労働力の価値を形成するとし寸意味を，サービスが労働力の価値の構成要素になるとL寸意味

iこ限定するならば，固有のサービス(労働〉が労働力の価値を形成することは明白である。

しかし，固有のサービス商品の価値は，その有用効果によって担われ，労働力の価値は労働

能力によって担われる。理論的には，固有のサービス労働はそのサーピス商品の価値を形成す

るとみるべきであり，労働力商品(価値〉を直接に形成するとはL、えない。サービス商品の提

'供者からみると，サービス労働は商品を生産する労働であって消費ではない。医師や教師から

すれば，彼の労働は「労働能力そのものを生みだすサーピスJ (前掲〕労働であり，労働力に

女オ象化して有用効果をうみだすということができる。労働者は，サーピス業者の提供する商品

を消費することによって彼の労働力の価値を形成するのである。以上のように，固有のサービ

ス商品の価値形成と労働力商品の{図鑑形成とは，理論上で区別しておくべきである。

ただし，固有なサービス商品の有用効果は，労働対象が人間であるために，サービス商品

(価値〉の形成一一商品への労働の対象化一ーが，同時に人間への労働の対象化と事実上で重

複する。そして，この対象化を消費主体たる労働者の側からみるならば，消費=労働力の形成

ということになる。したがって，こうした点を確認したうえでのことであれば，実際上では，

』固有のサーピス商品の形成が同時に労働力商品の形成を意味し，サーピス労働が労働者に対象

化して労働力の価値を形成すると表現してもよいであろう。

金子ハJレオ氏によるもう一つの主張もみておこう。

mサービス労働・労働力価値形成説』は，その論理自体のなかに，矛盾をきたさざるを得な
いような問題点を内在させているJ。教師のサービス労働は， 各一人の学生に， どれだ、けの量

の労働を対象化し， どれだけの量の価値(学生の労働力の価値〉を生むのかが問題になる。通

説では，教師の一時間分のサービス労働は学生の人数にかかわらず，各一入に対じて一時間分

の労働効果を付与するが，価値は形成しないということで問題は生じない。形成説だと，学生

数の増大につれて，同じ一時間に対象化される労働量または価値量が増大することになる。

「これは，まさしく労働価値説の自己否定である」。この自己否定を免れるには， 1学生数が増

大するにつれて，各一人の学生に対象化する労働量または価値量が減少する」とLづ解答をと

らざるをえない。しかし，これでは， r学生一人当たりに対象化する労働量または価値量は，
労働の主体である教師の労働の生産性に規定されるのではなく，消費の主体である学生の数

(出席者数〉に規定されることとなる。これは，サービス労働の人間への対象化とサーピス労

働による価値の形成とが，労働の主体がおこなうサービス労働過程の成果であるとする『サー

16)この事実はすでにマルクスもはっきりと認めていた。労働能力に「特殊性を与えたりまたはそれを

維持するだけのようなサービス」は， 1労働能力そのものを生み出すサービスであり，こういうサー
ビスは，この労働能力の生産費または再生産費lこ入っていくJ(前掲『草稿集』⑤， s.453，訳p.193)。
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ピス労働・労働力の価値生産説』と矛盾するJm。

この主張については以下のように答えることができる。

固有のサービス商品の特徴は，労働対象と消費者とが同じ人間であること，商品の生産と消

費が同じ人間で実現されることにある。だから，労働対象たる学生がこなければ，有用効果の、

形成も価値形成もありえない。この意味では価値形成が，というよりも商品形成自身が学生に

よって制約される。しかし，ここでの問題は当のサービス業が社会的分業に組み込まれている

こと，つまり，一定の需要者の存在を前提したうえでのものであり，しかも，固有のサービス

の一部に生ずる特殊な問題である。

講座・演奏・各種イベントのようなサービスのばあいには，サービス提供者は来場する最終

人数(労働対象や産出される有用効果の享受者数〉がわからないまま，大枠の定員を前提に入

場料金を決めてサービス労働をおこなう。このばあい，サービス労働者は入場者数の多少にか

かわらず，同一料金で同じ時間にほぼ同量の労働を支出する。だから，入場者数の増減につれ

て，同じ時間に対象化される労働量または価値量が増減するとはいえない。全体としての労働1

支出量は同じであり，総労働量は基本的には労働者(例では教師〉の生産条件によって規定さ

れるのである。

これと同じことは旅客運輸サービスにもあてはまる。特定の列車運行に投下される労働総量:

・生産費は，乗客数にかかわりなくほぼ同一であり，基本的には運輸労働者の生産性によって

規定される。ただし，こうしたばあいには，投下労働量または生産費(価値量でもよしウが一一

定でも，享受者数によって個々人に配分される価値量は変化する。結果としての消費者数によ

って規定されるのは，ある定員を前提にして提供された投下労働量の分配率であって，運輸に

投下された労働総量や，運輸労働者の生産性による労働総量の規定ではない。ところで，氏は

生産の一環としての旅客運輸サーピスを価値形成的とみておられるようである16)。そうだとす

れば，氏の反聞は氏自身にもはねかえるのではなかろうか? 輸送される人数(運輸という有ー

用効果の消費者数〉によって，一人当たりに対象化する労働量・価値量が変化することになり，温

氏自身も氏の論法によって「労働価値説の自己否定」をされることになりはしないだろうか。

[illJ 

社会的規模での商品補填からみたサービス商品について

サービス商品の価値を認めるばあいには，サービス商品の提供部門は，物的部門から生産物

を一方的に控除する部門であるが，価値的には一方的な控除部門といえないことになる。この

ことは，全商品の社会的補填(再生産〕の視角からどのように説明すればよいか? 以下ではp

17)金子ノ、ルオ「労働力の生産・労働力の価値とサーピスJ(~経済と経済学』第65号， 1990年2月号少

p.41同43)。

18) 金子ハルオ『サービスの理論問題~ (上掲， p.200)。
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物流部門と，サービス部門のうち広義の生産体制に属する部門(労働者の輸送・教育・訓練・

{医療等をおこなう部門〉とを一括してサービス部門とする。これらの部門がもたらす有用効果

商品の価値は誰もが認めているから，無用の誤解をうけずi二問題点を純粋に解明しうるからで

ある。

サービス労働者は，物的生産物をうけとるかわりに彼の労働を物的部門の労働者に提供する。

この関係が，物的商品と無形のサービス商品との交換として現象する。サーピス荷品は有用効

果とL、う広義の生産物であり，一定の使用価値と価値をもってL可。だから，物的生産物の流

れとしてみるかぎりでは，物的部門からサービス部門への一方的配分(サービス部門による控

;除〉になるが，価値の流れとしてみれば，相互交換があることになる。このばあい，物的生産

部門とサービス部門は社会的総労働の一分子として相互に労働を提供しあっており，事実上で

の労働と労働との交換をおこなっている。サービス労働者は物的財源を直接に産出しないが，

それとの交換に提供するサービスの有用効果とLサ意味での，いわば広義の財を産出している

といってよい。したがって，これらのサービス部門が「生活維持費=支払い元本」をつくりだ

さないとL寸主張は，以上の意味では妥当しなし、。

以上の点を剰余価値の視角からいえばつぎのようになる。すなわち，物的生産部門からすれ

ば，自部門に必要な部分以外はすべて剰余を意味することになり，これを他部門に一方的に配

分しているのであって，この角度からみれば，他部門は前者から剰余を一方的に控除する部門

ということになる。こうしたことはどんな社会でも当然のことである。しかし，社会的再生産

の視角からみれば，労働の成果のうちその年の再生産に社会が必要とする部分を純剰余とはL、

えないわけで，この点lまサービス部門にもあてはまることである。

したがって，社会的再生産〈単純な再生産〉の見地からみると，サービス部門は剰余価飽か

らの控除部門ではない。たとえば，総生産物の生産に労働力の運輸が必要ならば，運輸手段と

運輸労働者の生活手段は総生産物の一部からそのためのものとしてふり当てられる。このばあ

いには，運輸手段は最初から生産手段〔不変資本価値〉として，生活手段は最初から労働者の

必要部分(可変資本・賃銀部分の価値〉として補填されるのであって，剰余生産物(剰余価値〉

から控除されるべき部分として補填されるのではない則。ところで，ここではサービス部門を

19)以上の理解からすれば，物流費までも空費と規定したマルクスの表現にも疑問があるといわねばな

らない。生産物在庫の保管， 1"これらの費用はつねに…・・社会的労働…ーといっても生産物形成その

ものぷは加わらないそれの一部分をなしており，したがって，生産物からの控除をなす。これは必要

であり，社会的富の空費であるJCK n. s.146，訳， p.177，ほかにs.149，訳， p.181)0 [""この費用は，
ぞれが平均的なものであれば，明ちかに商品に価値を追加する。……同時に総生産のことを考えると，

それは量(使用価値としての〉を増やすことなしに，その何{直を増やすのである。…・・ー価値に関して

いえば，それは生産の空費 (fauxfrais)に属するJ(K n. Manuskript， s.99，大谷禎之介他訳『資
本の流通過程~，大月書庖， p.187)。

とのように物流費までを空費と規定すれば，物流労働による価値増大を労働生産性の減少による価

値増大として説し、たり(Manu.Ibid)，物流部門への資本投下を「労働の生産力の低下と同じように作



84 立教経済学研究第45巻第1号 1991年

やや狭く限定じてきたが，ここでの結論は，社会的再生産体制に必要なサービス商品の提供在E

門についても同様にあてはまる。前章でしめしたように，広義の生活手段としてのサービス商5

品は{両値をもつからである。

以上の点を，再生産表式によってしめしておこう。

いわゆる再生産論の課題は，社会の全商品の価値諸成分が年々どのように桔充され再生産さ

れるか，その一般的条件を解明することにめる。このばあい，産業連関表のように全産業を細

分化したのでは，こうした純理論的な課題の解明は不可能になる。この課題を解明するには，

商品を抽象的に生産財と消費財とに，全部門も生産財部門と消費財部門とに大分類しなければ

ならない。この分類では，結呆からみて両じ生産物を用途によってどちらかの部門に帰属させ

る。農業も紡績業も原料提供者としては生産財部門に帰属させるのである。だから，この二大

部門分類を前提するかぎり，それと並列したかたちで第三部門(たとえばサービス部門〉を設

定することは誤りである。したがって，サーピス部門もまた，その用途に応じて二部門に分割

しなくてはならなL、20)。

常用されている再生産表式を単位を切り下げてしめすと，つぎのようになる。

1. 400C+IOOV十100M=600

J[. 200 C + 50 V十 50M=300

この表式では，全商品が物的生産物とされている。

つぎに両部門の細部門としてサービス部門をふくめてみよう。物的生産部門を民サーピス

部門を3であらわし，サーピス部門を生産用部門 (β I)と消費用部門 (β J[)とする。 I部

門用のサービスは労働力の運輸・通信・産業蕗棄物処理・教育・訓練・医療等である。これに

対してE部門用のサーどスは，個人生活に必要な医療・教育・一般廃棄物処理その他，広義の"

生活字段としてのサービスである。サーピス部門は物的商品を生産しない。そとで，物的商品

の価値900にサービス商品の価値 (450と仮定〕を追加する(計1350)0(サービス部門の比重が

用するJCKlf.s.99)ものとして説くしかなL、。しかし，たとえば，物流通信・情報部門等の発展に
よって物的部門の生産性が高まって物的生産物の価値が低下するばあい，こうした物流部門への資本

投下は，社会全体としてみれば，生産力の低下として作風するだけとはいえない。低下とアップのニ

つの作用があるとみるべきであろう。

20)この二部門分割にもとずく再生産表式によって現実の産業部門をとらえようとしても，同じ石油や'

電力が，結果としてとちらの部門に役立つたかとしづ正確な比率はお捉できなh、。また，加工部門の

細分化が進むほど，原料提供者としての生産財部門の比重が高まることになる。あるいは，生産物車念

量やその物量的比率がほぼ同ーとしても，用途上の棺違によって部門間の価値比率はまったく不等に

なる。だから，資本主義国における庫業の独自位を解明し比較するばあいには，再生産表式による産

業の概括や表示l土，必要以上の一般化をもたらす点で不適当になるのである。表式は二大部門の商品

の諸価値〈数値〉を二本の数式でしめしたものであり，その簡潔さと抽象的性格によって，上記の諒;

題を説明するうえで有用性が高い。しかし，いわゆる再生産論における表式のこうした意義は，その

限界にもなるのである。なお，再生産論の課題，現状分析における 2部門分割の意義，再生産表式の

意義と限界等については拙著『再生産論~ (有斐閣〉で詳論してある。
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大きくなることは，同じ価値量でありながらより多様で豊富な物的生産物量が増大しているこ

との反映とみてもよLウ。

サービス部門の表式

s) 1. 200C+50V+50M=300 

s) 1I. 100 C +25V +25M=150 

β〉のC'V'MはすべてサービスとLづ有用効果によってになわれてし%。サーピスに必要

な物的生産物(価値450)がサーピス部門に供給される。代わりにサービス部門は他部門の全

ザーピスを担当し，サービスとL、う有用効果商品〈価値450)を提供する。 ζのばあL、，サー

ピス提供lこ必要な生産手段とサーピス労働者の生活手段l土，物的総生産物の一部から次年度肝

としてふり当てられる。すなわち，生産手段は最初から生産手段 CC部分〉として，消費手段

は最初から労働者の必要部分 (V部分〉と規定されている。だから，サービス部門の補填は，

価値としてはM部分からではなく， CとVからおこなわれるものとしてしめさねばならない。

β1 (200C)一α1(200C)について。

生産用サービスに必要な生産手段 (s1 C)は，同じ I部門 (α1C)から補填される。た

とえば，運輸手段や医療機器は I部門のメーカー (α I)から補充され，それに対してサーピ

ス部門は同価値額にあたる各種の有用効果 (β I)を提供する。同じ部門内でのこうした交換

は， β1 (200C)一α1(200C)として表現できる。なお，医師による医師の治療でも医療手

段がいるように，サービス部門自身に必要なサービスにも補充すべき生産手段部分が予定され

る。このばあいには，みかえりに提供するサービスがないと思われるかも知れない。しかし，

この部分は，結局は他部門に必要なサービス用の生産手段にふくめてよい。さきの例でいえば少

医師の治療も医療サービスに不可欠だという点では，そのための生産手段も医療サーピスの一

部とみなしてよい。その価値は他部門へのサーピスコストの一部とみなされる。したがって，

この部分も部門内部における相互補填にふくめて処理できる。

β1 (50V十50は〉一α1I(100C) I二ついて。

βI部門のサーピス労働者は， 50Vにあたる賃銀で彼等に必要な生活手段を物的生活手段部

門 (αII)から補充する。 αEのメーカーは，生産用のサービスをサービス部門1sから補充

する。 50Mはサービス労働者(家族をふくむ〉以外の関係者の個人消費にあてられるから，こ

の部分もαEから補填され，その見返りに生産用サービスが提供される。したがって， βI

(50V十50M)とαII(lOOC)との相互転態がおこなわれる。

β1I (lOOC)一α1(50V十50M)について。

生活関連サーピスに必要な生産手段lまαIから補填され， αIの生活関係者のサービスはβ'

Eから補填される。

βII (25 V + 25M)一αII(25V +25M)について。

3のVとMI立生活関連のサービス商品の価値であり， αのVとMは物的生活手段の価値であ
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る。それらはE部門の内部で相互に補填されあう。

以上の関連を表式で表示すればつぎのようになる。同形状の線をつけた部分が相互に関連し

あう。

α) 1. 200C +50V十50M=300

α) 1I. lQ9.Ç.十~~土25製=150

β) I.辺OC十50V十WM=300

{3) n. 100C十25芝土弱腰=150
一括すればつぎのようになる(小文字はサービス商品βの価値部分〉。

1. 400C十200C十100V十50V十100M+50M=900 

n. 200C十100C十 50V+25V十 50M十25V=450

以上の補填関係は，単純再生産に闘する三フの基本的法則または条件i二照応している。これ

は，サービスとL、う有用効果商品を広義の生産手段・生活手段に属するものとみなした当然の

j帯結である。




